
・令和5年度　物価高騰重点支援交付金　実施状況及び効果検証
（単位：円）

総事業費 臨時交付金 臨時交付金以外 効果の検証・評価

1 単

令和５年度中泊町価
格高騰重点支援給
付金【物価高騰対策
給付金】

福祉課

①物価高が続く中で低所得世帯への支援を行うことで、低所得
の方々の生活を維持する。
②低所得世帯への給付金及び事務費
③給付金額　　R５年度分の住民税非課税世帯　1870世帯×
70千円
事務費　　2663千円
事務費の内容　　[需用費（事務用品等）　役務費（郵送料等）
業務委託料　として支出]
④R５年度分の住民税非課税世帯　（1870世帯）

R5.12 R6.3 131,671,978 131,671,978 0
物価高が続く中で低所得世帯への支援を行うことで、低所
得の方々の生活を維持することができた。

2 単

令和５年度中泊町価
格高騰重点支援給
付金【住民税均等割
のみ課税世帯】【物
価高騰対策給付金】

福祉課

①物価高が続く中で低所得世帯への支援を行うことで、低所得
の方々の生活を維持する。
②低所得世帯への給付金及び事務費
③給付金額　　R５年度分の住民税均等割のみ課税世帯　360
世帯×100千円
事務費　　919千円
事務費の内容　　[需用費（事務用品等）　役務費（郵送料等）
業務委託料　として支出]
④R５年度分の住民税均等割のみ課税世帯　（360世帯）

R6.1 R6.9 39,949,000 38,837,150 0
物価高が続く中で低所得世帯への支援を行うことで、低所
得の方々の生活を維持することができた。

3 単

令和５年度中泊町価
格高騰重点支援給
付金【こども加算】
【物価高騰対策給付
金】

福祉課

①物価高が続く中で低所得世帯へ子育て支援を行うことで、低
所得の方々の生活を維持する。
②低所得世帯へのこども加算及び事務費
③給付金額　　R５年度分の住民税非課税世帯及び住民税均
等割のみ課税世帯の18歳以下の児童　160人×50千円
事務費　　108千円
事務費の内容　　[需用費（事務用品等）　役務費（郵送料等）と

R6.1 R6.9 8,080,000 8,028,936 0
物価高が続く中で低所得世帯への支援を行うことで、低所
得の方々の生活を維持することができた。

4 単
漁業用燃油価格高
騰対策支援事業

水産商工観光課

①燃油価格、物価高騰等の影響を受ける漁業者の経営支援を
行うため、高止まりする燃油の支援策として、「漁業経営セーフ
ティネット構築事業」において発動された漁業者負担額の一部
を支援する。
②補助金
③・小泊漁協　4,947千円（65隻）
　 ・下前漁協　1,777千円（25隻）
④漁業者

R5.4 R6.3 5,839,000 5,839,000 0
燃油価格、物価高騰等の影響を受ける漁業者の経営支援
を行うことができた。

5 単
水道事業特別会計
緊急対策事業

財政課

①燃油価格、物価高騰等の影響による家庭及び事業者の負担
を軽減することを目的とし、水道料の基本料金減免を実施す
る。
②水道事業特別会計に繰り出し、水道料の基本料金減免に係
る費用
③令和6年1月～3月の水道料基本料金相当額
　（一般家庭、事業所など1ヶ月あたり約4,100件が対象。
　公共施設等は対象外）
　4,133件　35,005,311円
④公共施設を除く町内上水道使用者）

R5.12 R6.3 31,036,380 31,036,380 0
燃油価格、物価高騰等の影響による家庭及び事業者の負
担を軽減することができた。
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